
平成２２年度 事 業 報 告 書 

自 平成２２年 ４月 １日 

至 平成２３年 ３月３１日 

項  目 内容および説明 

Ⅰ 総括的概要 当所は、依然として厳しい状態が続いている当地域の経済や雇用情勢並びに、３月１

１日に発生した「東日本大震災」による影響に対して、平成２２年度の事業執行方針に

沿ってこれらの課題を克服し維持・発展させ、さらに地域の振興を図るために、倉吉・

中部地域の特性を活かしながら下記基本姿勢により活動を展開した。 

又、平成２２年度は任期満了に伴う当所役員・議員の改選を行い、新たな事業推進体

制をスタートさせた。 

 

１．倉吉・中部の人口減尐対策 

全国的な人口減尐傾向の中にあって当地区においてもその減尐幅は大きく、地域経済

に与える影響は極めて深刻であるとの認識から、倉吉・中部の経済規模を維持・発展さ

せ雇用の場を確保するため危機感を持って次のことに取り組んだ。 

(1)交流人口の増大 

倉吉・中部地域にある地域資源へ認識を深め、魅力向上に努め、当地域にに多くの来

訪者を迎える取り組みとして、春・夏・秋とそれぞれ、「遥かなまち倉吉・レトロの春」、

「すくすく子育て～中部倉吉２０１０夏」、「遥かなまち『“小京都”倉吉を歩く秋』」と

銘打って、それぞれ主催団体と連携し広くＰＲを行い誘客に努めた。その結果、観光入

込客数は昨年度の４０万人から５０万人を超える伸びを見せる等成果が見られた。 

又、県内外から倉吉・中部への移住・定住を進めるため、雇用確保の観点からも会員

企業の情報を「くらよし就職支援Ｎavi」で提供したり、若者定住促進や企業の人材確保

の手段として鳥取大学と米子工業高等専門学校の学生による企業見学会や高等学校への

社会人講師の派遣等の事業を行った。 

 昨年度から実施している事業として、倉吉市教育委員会と共催で「親子 歴史まち並、

産業見学教室」を実施した。これは、小学生４～６年生とその保護者を対象に倉吉の歴

史や産業に直接触れるなかで、自分の住むまちに愛着を持ち、自信と誇りに満ちあふれ

た子供たちを育てることを目的に実施した。８月１１日に親子２４人の参加を得て、赤

瓦周辺のレトロ町並み散策、歴史講談、企業見学などを行い、その日に撮ったデジカメ

写真でオリジナルの絵はがきを作るなど参加者には大変好評であった。 

一方、交流人口の増大のためには高速交通ネットワークの早期整備が喫緊の課題であ

るとの認識から、引き続き「山陰道」「北条湯原道路」の早期整備について関係機関への

要望活動を展開し、「北条湯原道路」については倉吉～関金間が新たに事業区間に指定さ

れるなど成果に結びついた。 

 

(2)地域資源活用による付加価値の増大と雇用の場の確保 

  平成２１年３月に策定した「鳥取県中部地域の地域課題に対する具体策」に盛り込ま

れている①中部らしい農観連携観光開発、② 中部地区の人が来訪者をおもてなしの心を

持って迎える、③農商工連携の強化、④地域食材の活用、⑤情報の発信作業については、

産学金官での連携やテーマに沿った専門家の助言、指導を受けながら引き続き課題の解



決を図った。 

このうち、農商工連携については、平成２１年７月に設立された「新産業共通基盤」

との連携がさらに強化され、１０数件のプロジェクトが進む中にあって新たな展開に進

めることが期待されるものも見え始める等、積極的な支援を継続して行った。 

 さらに、本年度から鳥取県産業振興機構からの補助事業である「農商工連携促

進ファンド事業」に取り組み、農商工連携による「元気な中部」創出プロジェクトと

して、①農商工連携支援事業、②地域ブランド推進、③観光メニュー開発の３グル

ープを設け、それぞれ活発な活動を行った。平成２３年度も継続して実施し熟度を

加えていくものである。 

 

(3)交流・連携の推進 

商工活動を推進するためには多方面との交流・連携が必要であるとの認識で、倉吉市

や鳥取中部ふるさと広域連合など関係行政機関、中部地域の商工会等経済団体及び農業

団体等との交流・連携を図り、諸会議での協議や意見交換を行うとともに各々の事業へ

の協力等数多くの取り組みを行った。 

さらに岡山県北との「伯美１７９ロマンの道振興協議会」、「鳥取中部・真庭地域振興

協議会」との交流・連携事業として、新聞を使って関西、北陸、四国方面への観光情報

の提供や、「鳥取中部・岡山真庭地域ガイドマップ」を印刷配布し特産品を紹介する等

広域観光への積極的な取り組みを行い広域観光を推進した。 

又、中部地区における産学官連携のプラットフォーム的な位置づけを意識した事業と

して、当所主催による「中部元気クラブ」を３回開催し、いずれも１００人内外と多数

の出席者を得て産学金官連携推進の場として定着している。 

 

２．やる気のある企業、打って出る企業の積極的な応援（経営支援） 

巡回・窓口相談合わせて年間３，５００件超と相談件数は伸びなかったものの、昨年

度後半から設けられた県の「経営活力再生緊急資金」の利用が引き続き多いなど、２０

０件超の金融斡旋を行い、経営の下支えをした。 

又、経営対策・人材育成等に資する各種講習会を積極的に開催した。（延べ２２回６２

４人の参加） 

 市街地活性化にもつながる取り組みとしては、チャレンジショップ「あきない塾」の

運営を倉吉市から受託し創業の支援を行っているが、これまで２０人が卒業し１５件が

開業、その内赤瓦周辺で８人が営業しており、まちの賑わい創出に成果を上げている。 

経営支援については、国の委託事業である専門家派遣による企業支援に重点を置いた

「中小企業応援センターとっとりコンソーシアム」に参画し、２人の担当コーディネー

ターとの連携により高度・専門的な支援活動を積極的に行った。 

もちろん経営革新・新分野進出・創業・事業承継・農商工連携・金融など、企業が抱

える様々な経営課題を解決するために国・県・市の支援制度も積極的に活用しながら相

談支援業務の充実を図った。主な成果として経営革新計画承認件数４件、創業に至った

件数７件を数えた。 

 倉吉市からふるさと雇用再生特別交付金事業として受託した「農商工連携・地域資源

活用・販路開拓事業」では、昨年度に引き続き農林水産業者と商工業者のマッチングに

よる加工品開発や地域資源を活用した新商品開発の取り組みに加え、地元及び首都圏で



の商品モニタリング販売を行うなど充実した活動を展開した。これは「売れる」商品開

発を行う企業を積極的に応援し、加えて販路開拓への支援も行うもので、自社商品のコ

ンセプトの再確認や市場マーケティングを行う機会を設けるとともに、地元中部圏域並

びに首都圏での商品モニタリング事業を新たな取り組みとして「新産業共通基盤」と連

携して実施したものである。 

一方「中心市街地空店舗調査活用事業」においては、中心市街地の活性化を図るため

の空店舗実態調査を随時行い、家主と出店希望者とのマッチングやそこに至るまでの情

報照会等有効活用のための支援を行った。（問い合わせ２１件、マッチング２件） 

その成果の１つであるホームページ「くらしよしＮavi」には、３月末で掲載企業１６

６社、名産品数６２件を紹介しており発信企業・アクセス数ともに順調に伸ばす等好評

を得ている。 

 また、昨年度から実施している「企業の社会的責任（ＣＳＲ）活動普及促進事業」に

ついては、鳥取県版環境管理システムの登録やアイドリングストップ推進事業所認定な

ど一定の成果を上げることができた。 

 

３．既成市街地の再生 

近年商業施設等の撤退により衰退が著しい既成市街地の賑わいの再生のため。当地域

における既成市街地の目抜き通りにある空店舗の再活用や、中心部への機能集積を図る

ための研究・検討を実施しており、今後も引き続き行うこととなった。 

 

４．倉吉商工会議所活動の活性化 

倉吉・中部の経済活動の活性化のためには、当商工会議所の活性化が必要であり、会

員の増強が不可欠であることから、役員・議員・職員の協力により加入促進運動を積極

的に行った。経済状況が厳しく退会者も多い中で結果として、昨年度末９５９会員から

今年度末においては９７９会員と２０会員の増加であった。特に本年度は、関金町商工

会の解散により当商工会議所のエリアとなった関金町から新たに１８件の入会があり、

今後一緒に活動することになった。 

 商工会議所活動の重点事項の１つである産業振興の諸問題に係る政策提言活動につい

ては、1 月に平成２３年度県政、市政に対する要望を行ったところであるが、その中で

特に「地域経済対策の充実」、「道路網の整備促進」、「鳥取県中部地区１市４町のさらな

る結束強化」、「広域観光の推進」などを要望した。 

以上、主な事業についての報告であるが具体的には以下に記載の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


